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新・財政再建推進プログラム（案）の概要
【基金残高（財政調整 】Ｈ３年度末 ６３４億円 ⇒ Ｈ１７年度末 ８６億円）
【県債残高】 Ｈ３年度末 ５，０２１億円 ⇒ Ｈ１７年度末 １３，７４４億円

（Ｈ１７当初予算規模の１．７倍）
【中期的な財政見通し】 Ｈ１８～Ｈ２１年度までに約２，０００億円の財源不足が生ずる見込み

（１）県税収入の落ち込み・低迷 ⇒ 県税収入 Ｈ３：２，４９６億円 → Ｈ１７：２，４４０億円
（うち法人２税） （１，１２５億円） （８４２億円）

（２）地方財政対策による地方交付税等の削減 ⇒ Ｈ１５：２，４４３億円 → Ｈ１７：２，１０８億円
（ 、 ． ）△３３５億円 △１３ ７％

（３）過去の借金返済である公債費の増大 ⇒ 経済対策のための県債の増発
公債費 Ｈ３：６２２億円 → Ｈ１７：１，０９８億円

（Ｈ１７／Ｈ３＝１．８倍）
（４）義務的経費が中心の財政構造 ⇒ 人件費、扶助費、公債費の義務的経費が歳出の１／２を占める。

今後、義務的経費増加の見込み

地方財政自立の観点から、豊かで安心とゆとりのある地域の実現のため、県税収入を
中心とした自主財源により必要な行政サービスを提供し、将来にわたって安定的な行
政運営を維持・確保できる財政構造の構築を図る。

【計画期間】平成１８年度～平成２１年度
【目 標】☆準用財政再建団体への転落の回避

☆行政のスリム化・コスト縮減
☆公債費の平準化と将来的な財政負担の縮減

（プライマリーバランスの黒字の維持）
【進行管理】景気動向、地方財政対策等を勘案し、毎年度予算編成を通じて進行管理

Ｈ１８～Ｈ２１年度までに見込まれる約２，０００億円の財源不足額の解消

○県債の活用 ８０３億円程度 ⇒ 財政健全化債等の活用
○各種基金の活用 １０６億円程度 ⇒ 財政調整基金、特定目的基金の活用
○県税収入の確保 ４億円程度 ⇒ 県税滞納整理の強化等
○受益者負担の見直し １４億円程度 ⇒ 使用料・手数料等の見直し
○県有資産の有効活用 ３０億円程度 ⇒ 県有未利用財産の売却等
○他会計資金の活用 ５３億円程度 ⇒ 特別会計資金の活用

○行政のスリム化、 ２４２億円程度 ⇒ 人件費総額の抑制（１４７億円程度）
コスト縮減 ⇒ 内部管理経費の縮減（５９億円程度）

⇒ 県立施設の管理運営費の縮減
（３６億円程度）

○事務事業の見直し ２２３億円程度 ⇒ 聖域なき歳出の見直し
（１４４億円程度）

各特別会計繰出金の見直し
（５９億円程度）

○公債費負担の平準化 ４５７億円程度 ⇒ 償還方法の見直し、借換債活用等
○将来的な財政負担の縮減 １１３億円程度 ⇒ 県債の新規発行総額の抑制

公共投資の縮減（年５％程度）

○真の地方財政自立改革の実現
○国直轄事業負担金の廃止・縮減
○社会保障関係経費増大への対応

財政悪化の要因

本県財政の目標
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地方税財政制度改革に向けた取組


